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2021年度定年退職者略歴・著作目録一覧

大石　裕（おおいし　ゆたか）

学歴
1975 年 4 月 慶應義塾大学法学部 政治学科入学。
1979 年 3 月 慶應義塾大学法学部 政治学科卒業。
1979 年 4 月 慶應義塾大学大学院法学研究科政治学専攻修士課程入学。
1982 年 3 月 慶應義塾大学大学院法学研究科政治学専攻修士課程修了。
1982 年 4 月 慶應義塾大学大学院法学研究科政治学専攻博士課程入学。
1985 年 3 月 慶應義塾大学大学院法学研究科政治学専攻博士課程単位取得退学。

学位
博士（法学）慶應義塾大学 1998 年 7 月

職歴
1985 年 4 月–1989 年 3 月 財団法人電気通信政策総合研究所研究員。
1989 年 4 月–1992 年 3 月 関西大学社会学部専任講師。
1992 年 4 月–1995 年 3 月 関西大学社会学部助教授。
1992 年 4 月–1995 年 3 月 東京大学社会情報研究所客員助教授。
1995 年 4 月–1997 年 3 月 慶應義塾大学法学部政治学科助教授。
1996 年 4 月–2021 年 3 月 慶應義塾大学メディア・コミュニケーション研究所所員。
1997 年 4 月–2021 年 3 月 慶應義塾大学法学部政治学科教授。
1998 年 4 月–2021 年 3 月 慶應義塾大学院法学研究科委員。
1998 年 4 月–2021 年 3 月 慶應義塾大学院社会学研究科委員。
2000 年 4 月–2000 年 9 月 Visiting Professor, Westminster University (英国)。
2000 年 10 月–2002 年 3 月 Visiting Fellow, University of Essex (英国)
2005 年 4 月–2010 年 3 月 早稲田大学現代政治研究所研究員。
2005 年 10 月–2009 年 9 月 慶應義塾大学グローバル・セキュリティ研究所上席研究員。
2007 年 10 月–2011 年 9 月 慶應義塾大学メディア・コミュニケーション研究所長。
2011 年 10 月–2015 年 9 月 慶應義塾大学法学部長。
2011 年 10 月–2015 年 9 月 慶應義塾大学大学院法学研究科委員長。
2017 年 6 月–2021 年 5 月 慶應義塾常任理事。
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2021 年 3 月 東海大学文化社会学部客員教授。
2021 年 10 月〜 十文字学園女子大学特別招聘教授（現職）。
2022 年 4 月〜 東海大学文化社会学部特任教授（現職）。

早稲田大学大学院政治学研究科，早稲田大学教育学部，日本大学大学院新聞学研究科，日本大学法学
部，成蹊大学文学部，成城大学文藝学部（現職），東海大学文学部，フェリス女学院大学文学部，新潟大
学人文学部，静岡大学人文社会学部，県立長崎シーボルト大学人間社会学部，常磐大学人間科学部，大
阪芸術大学放送学科，などで非常勤講師を担当（集中講義を含む，順不同）。

学会役職・委員
1991 年 6 月–1997 年 5 月 日本マス・コミュニケーション学会・編集集委員会委員。
1995 年 6 月–2000 年 3 月 財団法人情報通信学会・企画委員会委員。
1997 年 6 月–1999 年 5 月 日本マス・コミュニケーション学会・企画委員会委員。
1999 年 6 月–2000 年 3 月 日本マス・コミュニケーション学会・編集委員会委員。
2002 年 6 月–2004 年 5 月 財団法人情報通信学会理事。
2003 年 6 月–2007 年 5 月 日本マス・コミュニケーション学会理事。
2004 年 6 月–2006 年 5 月 財団法人情報通信学会常務理事。
2006 年 6 月–2008 年 6 月 財団法人情報通信学会評議員。
2007 年 6 月–2009 年 5 月 日本マス・コミュニケーション学会・国際交流委員会委員。
2009 年 6 月–2013 年 5 月 日本マス・コミュニケーション学会理事。
2015 年 6 月–2017 年 5 月 日本マス・コミュニケーション学会会長。

社会活動
2002 年 10 月–2010 年 9 月 日本私立大学連盟・広報委員会委員。
2010 年 5 月–2012 年 3 月 朝日ニュースター・番組審議会委員長。
2012 年 4 月–2013 年 3 月 TBS ラジオ・番組審議会委員。
2012 年 4 月〜 日本アカデメイア幹事（現職）。
2013 年 4 月–2020 年 3 月 TBS ラジオ・番組審議会委員長。
2015 年 12 月〜 ヤフーニュース・ニュースメディア運営に関する有識者会議委員（現職）。
2016 年 4 月–2021 年 3 月 一般財団法人 櫻田会・櫻田會賞（政治学）審査委員。
2016 年 4 月〜 公益法人 那須記念財団・奨学金選考委員会委員（現職）。
2016 年 9 月〜 日本新聞協会「地域貢献大賞」審査委員（現職）。
2020 年 4 月〜 文部科学省・大学設置学校法人審議会学校法人分科会特別委員（現職）。
2020 年 4 月〜 BPO(放送倫理番組向上機構）放送倫理検証委員会委員（現職）。
2021 年 4 月〜 CS 日本テレビ・番組審議会委員長（現職）。
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受賞
1986 年 3 月 テレコム社会科学賞奨励賞（共同受賞）」（電気通信普及財団）」『世田谷ケーブル火災に

関する調査研究』（電気通信総合研究所報告書）。
1993 年 3 月 「テレコム社会科学賞」（電気通信普及財団）『地域情報化－理論と政策』（世界思想社）
2000 年 3 月 「櫻田会奨励賞」（一般財団法人櫻田会）『政治コミュニケーション―理論と分析』。
2006 年 11 月 慶応義塾賞『ジャーナリズムとメディア言説』（勁草書房）

単著書
『地域情報化―理論と政策』世界思想社，1992 年。
『政治コミュニケーション—理論と分析』勁草書房，1998 年。
『ジャーナリズムとメディア言説』勁草書房，2005 年。
『メディアの中の政治』勁草書房，2014 年。
『批判する/批判されるジャーナリズム』慶應後塾大学出版会，2017 年。
『国家・メディア・コミュニティ』慶應義塾法学研究会，2022 年。
『コミュニケーション研究―社会の中のメディア（第 5 版）』（初版 1998 年，第 2 版 2006 年，第 3 版

2011 年，第 4 版 2016 年，第 5 版 2022 年） 慶應義塾大学出版会。

編著書
『ジャーナリズムと権力』世界思想社，2006 年。
『戦後日本のメディアと市民社会―「大きな物語」の変容』ミネルヴァ書房，2012 年。
『デジタルメディアと日本社会』学文社，2013 年。

共編著書
大石裕・根岸毅編著『変動する政治と社会―解読の手法（慶應義塾大学法学部政治学科開設百年記念講

座）』慶應義塾大学出版会，1998 年。
田中宏・大石裕編著『政治・社会理論のフロンティア』（慶應義塾大学法学部政治学科開設百年記念論

文集）慶應義塾大学出版会，1998 年。
大石裕・山本信人編著『メディア・ナショナリズムのゆくえ―「日中摩擦」を検証する』　朝日新聞社

（選書），2006 年。
大石裕・山本信人編著『イメージの中の日本―ソフト・パワー再考』慶應義塾大学出版会，2008 年。
大石裕・山腰修三・中村美子・田中孝宜編著『メディアの公共性』慶應義塾大学出版会，2016 年。

共著書（分担執筆を含む）
‘Social Impacts of the New Utopias’ (with Ito Yoichi) W.Dutton et al. ed. Wired Cities: Shaping the

Future of Communications, G.K.Hall, 1987 年。
「地域コミュニケーションをめぐる理念と政策」竹内郁郎・田村紀雄編著『新版：地域メディア』日本

評論社，1990 年。
「社会運動と世論」社会運動論研究会編『社会運動論の統合をめざして』成文堂，1990 年。
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「地域コミュニケーション」立川敬二監修『コミュニケーションの構造』NTT 出版，1993 年。
「社会運動とコミュニケーション：リゾート開発をめぐるメディア言説」社会運動論研究会編『社会運

動の現代的位相』成文堂，1994 年。
「政治コミュニケーション論の視座転換―多次元的権力観の導入」東京大学社会情報研究所編『社会情

報と情報環境』東京大学出版会，1994 年。
「日本社会の情報化と社会変容」鶴木眞編著『はじめて学ぶ社会情報論』三嶺書房，1995 年。
「地域情報システムの変容（3）地域住民の情報行動東京大学社会情報研究所編『情報行動と地域情報シ

ステム』東京大学出版会，1996 年。
「社会情報」有末賢ほか編著『社会学入門』弘文堂，1996 年。
「「情報化と地域社会」をめぐる諸概念」，「日本社会の近代化と情報化―国家・地域間関係を中心に」『情

報化と地域社会』福村出版，1996 年。
「情報化と地方文化」間場寿一編著『地方文化の社会学』世界思想社，1998 年。
「客観報道論再考―マス・コミュニケーション論の観点から」鶴木眞編著『客観報道―もう一つのジャー

ナリズム論』成文堂，1999 年。
「都市と情報」藤田弘夫・吉原直樹編著『都市社会学』有斐閣，1999 年。
「ニュースの機能と受容のメカニズム」，「印刷メディア」，「ニュースの政治学」『現代ニュース論』有斐

閣，2000 年。
「マス・コミュニケーションにおける言語と認知」辻幸夫編著『ことばの認知科学事典』大修館書店，

2001 年。
「拡大する「政治」と社会運動論――「文化」のインパクトを中心に」野宮大志郎編著『社会運動と文

化』ミネルヴァ書房，2002 年。
「マス・コミュニケーションと戦後日本の政治学」鶴木眞編『コミュニケーションの政治学』慶應義塾

大学出版会，2003 年。
「地域メディアと地方政治」田村紀雄編著『地域メディアを学ぶ人のために』世界思想社，2003 年。
「政治環境とジャーナリズム」田村紀雄・林利隆・大井真二編著『ジャーナリズムを学ぶ人のために』世

界思想社，2004 年。
「マス・コミュニケーションと近代国家」小川浩一編著『マス・コミュニケーションへの接近』八千代

出版，2004 年。
「チッソ安定賃金闘争」をめぐるメディア言説」小林直毅編著『「水俣」の言説と表象』藤原書店，2007年。
「沖縄地方紙と沖縄の記憶」『慶應の政治学（慶應義塾創立 150 年記念法学部論文集）』慶應義塾大学出

版会，2008 年。
「権力とジャーナリズム」浜田純一ほか編著『新聞学（新訂）』日本評論社，2009 年。
大石裕・池上彰・片山杜秀・駒村圭吾・山腰修三『ジャーナリズムは甦るか』慶應義塾大学出版会，

2015 年。
「ニュース研究の基礎概念」，「グローバル化とニュースの国際的な流れ」，山腰修三編著『入門　メディ

ア・コミュニケーション』慶應義塾大学出版会，2017 年。
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翻訳
H. J，ウィーアルダ編『比較政治学の新動向』（共訳：大木啓介・佐治孝男・桐谷仁）東信堂，1988 年。
F. J. ベリガン編『アクセス論―その歴史的発生の背景』（鶴木眞監訳，共訳：桜内篤子・岩田温）慶應

義塾大学出版会, 1991 年。
M. マコームズほか『ニュース・メディアと世論』関西大学出版部，1994 年。
G. E. ラング・K. ラング『政治とテレビ』（共訳：荒木功・小笠原博毅・神松一三・黒田勇）松籟社，

1997 年。
『リーディングス：政治コミュニケーション』（共編訳：谷藤悦史）一藝社，2002 年。
D. マクウェール『マス・コミュニケーション研究』（監訳）慶應義塾大学出版会，2010 年。

調査研究報告書（分担執筆）
『新しいコミュニケーション理論の研究Ⅱ』（財団法人電気通信政策総合研究所報告書）1985 年。
『世田谷ケーブル火災による電話不通に関する調査研究』（財団法人電気通信政策総合研究所報告書）

1985 年。
『諸外国の放送制度に関する調査研究』（財団法人電気通信政策総合研究所報告書）1986 年。
『新しいコミュニケーション理論の研究Ⅲ：ニューメディアの試みから』（財団法人電気通信政策総合研

究所報告書）1986 年。
『データ放送に関する調査研究』（財団法人電気通信政策総合研究所報告書）1987 年。
『新しいコミュニケーション理論の研究Ⅳ：コミュニケーション研究の課題』（財団法人電気通信政策総

合研究所報告書）1987 年。
『放送メディアの多様化と放送事業の存立の経済的基盤に関する調査研究：有料テレビ編』（財団法人電

気通信政策総合研究所報告書）1988 年。
『海外における衛星放送計画の発展過程と将来の可能性に関する調査研究』（財団法人電気通信政策総合

研究所報告書）1988 年。
『わが国における情報政策の展開Ⅱ：新たな研究視座の構築に向けて』（財団法人電気通信政策総合研究

所報告書）1992 年。
『情報社会におけるコミュニケーション構造の変容』（財団法人電気通信政策総合研究所報告書）1993年。
『水俣病事件報道のメディアテクストとディスクールにかんする研究』（文部科学省科学研究費報告書』

2006 年。

学術論文
「コミュニティ権力構造論再考」『慶應義塾大学法学研究科論文集』（17 号）1983 年。
「市民運動とマスコミー南アルプス・スーパー林道建設反対運動を一事例として」『新聞学評論（日本新

聞学会）』（33 号）1984 年。
「市民運動と潜在的世論―玉川上水保存運動を一事例として」『慶應義塾大学新聞研究所年報』（24 号）

1985 年。
「電話依存型社会の陥穽」（共著：川浦康至・赤尾・晃一・古川良治）『情報通信学会誌』（3 巻）1985 年。
「国際文化交流意識に見られる地域差」（共著：伊藤陽一，岩井奉信）『慶應義塾大学新聞研究所年報』
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（25 号）1986 年。
「地域開発とコミュニケーション政策の連関」『情報通信学会年報』（3 号）1986 年。
「日本における有線テレビ研究の現状―実証的研究を中心に」（共著：伊藤陽一）『慶應義塾大学新聞研

究所年報』（27 号）1986 年。
「災害時における送り手と受け手の情報行動」（共著：古川良治）『情報通信学会誌』（4 巻）1986 年。
「情報化と地域開発」『情報通信学会誌』（5 巻）1987 年。
‘The Impacts of Informationization on Regional Development’ Keio Communication Review (No.9) 1988

年。
‘Japan’s Informatinization Policy and the Urban-Rural Gap: A Critical View’ Media Asia (Vol.16) 1989年。

「情報化政策の変遷―郵政省と通産省の競合を中心に」『関西大学社会学部紀要』（21 巻）1990 年。
「マス・コミュニケーション論の変容―大衆社会論の「遺産」とパワフル・メディア論」『関西大学社会

学部紀要』（23 巻）1991 年。
「ニューメディアの可能性と限界」『三色旗』（1991 年 11 月号）。
「政治コミュニケーションと文化」（共著：藤田真文）『マス・コミュニケーション研究（日本マス・コ

ミュニケーション学会）』（42 号）1993 年。
「政治シンボルとしての地域情報化」『放送学研究（NHK 放送文化研究所）』（44 巻）1994 年。
「コミュニケーションの政治学―「情報化政策」批判のための覚書」現代社会研究班編『現代社会の断

面』（関西大学経済政治研究所）1995 年。
「政治コミュニケーション論の再構成―排除モデルに関する一考察」『法学研究』（69 巻 6 号）1996 年。
「政治社会学から見たモダニティ―社会運動論の展開を中心に」『三田社会学会』（3 号）1998 年。
「アジェンダ（議題）設定メディアとしての新聞」『新聞研究（日本新聞協会（571 号）1999 年。
「政治コミュニケーション論から見たマスメディア「組織」の現在―権力と価値の多元化」『NIRA 政策
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‘A Consideration of Media-Nationalism: A Case Study of Japan after the Second World War’ Keio

Communication Review (No.30) 2008 年。



2021 年度定年退職者略歴・著作目録一覧 135

「沖縄地方紙における「記憶の網」」『法学研究』（82 巻 2 号）2009 年。
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